
資料１ 

産業構造審議会環境部会 

廃棄物・リサイクル小委員会（第１７回） 
 

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会 

小型電気電子機器リサイクル制度及び 

使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会 

使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ（第２回） 
 

合同会合 

 

 

 

議事次第 

 

 

 

日時： 平成２３年１２月１日（木） 

１６時００分～１９時００分（３時間程度） 

 

 

場所： 経済産業省本館１７階国際会議室 

 

 

議題： 

１．事業者等からのヒアリング 

２．その他 

 



 

 

 

産業構造審議会 環境部会 廃棄物・リサイクル小委員会 

委員名簿 

 

 

敬称略（５０音順） 

 

 

（委員） 

小委員長   永田 勝也 早稲田大学環境・エネルギー研究科教授 

小委員長代理  中村  崇 東北大学多元物質科学研究所教授 

井上 祐輔 社団法人新金属協会理事 

大塚 浩之 読売新聞社論説委員 

大橋 慎太郎 社団法人パソコン３Ｒ推進協会理事 

大和田 秀二 早稲田大学理工学術院教授 

岡部  徹 東京大学生産技術研究所教授 

奥平 総一郎 一般社団法人日本自動車工業会環境委員会委員長 

織  朱實 関東学院大学法学部教授 

木暮  誠 一般社団法人電子情報技術産業協会電子機器のリサ 

イクルに関する懇談会座長 

酒井   伸一 京都大学環境安全保健機構附属環境科学センター長 

佐々木 五郎 社団法人全国都市清掃会議専務理事 

佐藤  泉 弁護士 

関口 紳一郎 超硬工具協会専務理事 

     辰巳 菊子 公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタ 

ント協会理事 

中島 賢一 早稲田大学環境総合研究センター招聘研究員 

中谷 謙助 社団法人電池工業会専務理事 

星  幸弘 日本鉱業協会理事、技術部長兼環境保安部長 

細田 衛士 慶應義塾大学経済学部教授 

椋田 哲史 社団法人日本経済団体連合会常務理事 

村上 進亮 東京大学大学院工学系研究科准教授 

村松 哲郎 財団法人家電製品協会環境担当役員会議副委員長 
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中央環境審議会 廃棄物・リサイクル部会 

小型電気電子機器リサイクル制度及び 

使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会 

使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ 

委員名簿 

 

 

敬称略（５０音順） 

 

 

（委員） 

座長   中村  崇 東北大学多元物質科学研究所教授 

座長代理  村上 進亮 東京大学大学院工学系研究科准教授 

大塚  直 早稲田大学大学院法務研究科教授 

大橋 慎太郎 社団法人パソコン３Ｒ推進協会理事 

木暮  誠 一般社団法人電子情報技術産業協会電子機器のリサ 

イクルに関する懇談会座長 

酒井   伸一 京都大学環境安全保健機構附属環境科学センター長 

佐々木 五郎 社団法人全国都市清掃会議専務理事 

下井 康史 筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授 

新熊 隆嘉 関西大学経済学部教授 

中島 賢一 早稲田大学環境総合研究センター招聘研究員 

中杉 修身 上智大学地球環境学研究科元教授 

中谷 謙助 社団法人電池工業会専務理事 

村松 哲郎 財団法人家電製品協会環境担当役員会議副委員長 
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日本における 

  希土類リサイクルの現状 

産構審リサイクル小委員会発表資料 

新金属協会 

2011.12.01 

産業構造審議会環境部会 

廃棄物・リサイクル小委員会 

説明資料 

資料３ 
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（社）新金属協会の概要 

• 名称：社団法人 新金属協会（Japan Society of Newer Metals：JSNM) 

• 変革 

 昭和31年2月 

「日本希元素協会」を母体に「半導体懇談会」が合体、 

「原子力金属懇話会」として発足 

 昭和35年3月 

希土類、ゲルマニウム、シリコン、タンタル、ベリリウムの5部会設置 

 昭和37年7月 

「新金属協会」への名称変更の認可 

• 会長 橋本真幸（三菱マテリアル株式会社） 

• 部会（8部会） 

 希土類部会、シリコン部会、タンタル部会、ベリリウム部会、ターゲット部会 

 ジルコニウム部会、ボンディングワイヤ部会、部会核燃料加工部会 

• 会員構成数 31社 
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希土類磁石リサイクルの現状 

1. 国内磁石生産量 ：２０１０年 15,000㌧（合金換算） 

2. 希土類（ネオジム、ジスプロシウム）含有量：約30％ 

3. 最終製品（モーター）国内消費量：３０－４０％と推定 

4. 市場リサイクルの量の確保が課題 

5. 回収効率向上すれば、工夫(分離技術)次第で経済性が向上 

6. 工程屑のリサイクルシステムが確立されている 

7. 磁石回収→工程屑リサイクルシステム利用が可能 

 

 【回収対象製品】 （→対象法規） 

コンピュータ用ハードディスク（VCM）→小型家電 

家電製品（エアコン、電気洗濯機等）→家電リサイクル（4品目)法 

ハイブリッド型、電気自動車→自動車リサイクル法 

産構審リサイクル小委員会発表資料 
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希土類金属の価格推移 
REメタル価格推移(Metal Page)
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数年以内に、中国外の開発が一定に進む（オーストラリア、米国） 

基本的は、過去の低価格相場には戻らない（資源、環境コスト思想の高まり） 

産構審リサイクル小委員会発表資料 
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希土類鉱石の種類 
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産構審リサイクル小委員会発表資料 
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希土類の消費量（2011年 国内需要推計） 

• 永久磁石  15,000t 
• Nd,Di,Sm,Dy,Tb   4,500t/Metal 

• Ni-MH電池    8,000t 
• Mm（La,Pr,Nd）   3,000t/Metal 

• 希土類蛍光体   3,000ｔ 
• Y,Eu,La,Ce,Tb,Gd   2,500t/Oxide 

• 自動車触媒  16,000ｔ 
• Ce,La,Pr,Nd    1,700t/Oxide 

• ガラス研磨剤   8,000ｔ 
• Ce,La,Pr,Nd    6,000t/Oxide 

産構審リサイクル小委員会発表資料 
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リサイクルの定義 
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産構審リサイクル小委員会発表資料 
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リサイクルの現状 

工程内 リサイクル 

磁石材料 ◎ △* 

Ni-MH電池 △ △ 

RE蛍光体 △ △ 

自動車触媒 × △ 

ガラス研磨剤 ○ △ 

リサイクル率：◎＞８０％、○５０－８０％、△検討中、開発中、×＜２０％ 

Ｎｉは○ 

貴金属は◎ 

*ボンドﾞ磁石：なし 

産構審リサイクル小委員会発表資料 
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二次電池のリサイクル 

• 有限責任中間法人 ＪＢＲＣ 
– Japan Portable Rechargeable Battery Recycling Center 

– 国内２７６社が会員となり、小形充電式電池の回
収・再資源化を目的とする団体 

 

• 処理工場は国内に２箇所 

– 東邦亜鉛㈱小名浜精錬所（福島県） 

– 日本リサイクルセンター㈱ （大阪府） 

産構審リサイクル小委員会発表資料 
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二次電池の種類 

産構審リサイクル小委員会発表資料 
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リサイクル工程 

産構審リサイクル小委員会発表資料 



12 ※電池工業会調べ 当年度回収量データは１２月までの累計分 

処理実績 

産構審リサイクル小委員会発表資料 
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希土類原料 

研磨粉 他 

発生量：30% 

固形スクラップ 

発生量：5% 

磁石製品 
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希土類磁石の 
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産構審リサイクル小委員会発表資料 
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14 
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リサイクルの考え方と取り組み課題 

• 希土類資源は循環、有効活用すべき 

• 価格変動の激しい希土類に経済原則を 

 持ち込まない（継続回収が大前提） 

• 国内消費資源は国内で処理、再生（安定性確保） 

• 磁石使用製品の過半数は輸出（集積量の限界） 

• 共同分業性の確立が不可欠（業界、政府) 

  分散回収→（集積、選別）→最終処理 

産構審リサイクル小委員会発表資料 
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まとめ 

• 日本におけるタンタル・希土類のリサイクルは 

 限られた部分（製造工程）でのみ実施。 

• 量的確保=市中リサイクル（国内＋海外製品） 

• リサイクル（解体、分離）の技術開発はもとより、
回収システムの早期構築が最重要。（集積） 

• 資源確保を優先、経済原則補足は公的補助 

• 同業種内の相互協力、統一法整備が不可欠 

産構審リサイクル小委員会発表資料 



Battery 
Association 
Japan 

小形二次電池のリサイクルについて 

2011/12/1  社団法人電池工業会 

廃棄物・リサイクル小委員会 
ヒヤリング資料 

資料４ 
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1970 1980 1990 2000 2010 

1964 ニカド電池 

1991 

1990 ニッケル水素電池 
 

リチウムイオン電池 

 
 

新分野への応用 

Battery 
Association 
Japan 

Battery 
Association 
Japan 民生用（小形）二次電池の変遷 
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正極活物質 
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Battery 
Association 
Japan 円筒形リチウムイオン電池の極板 
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Battery 
Association 
Japan ＪＢＲＣの概要 

名   称  

英名  

所在地  

設立  

事業内容  

会員数  286法人（2011年10月現在）  

使用済小形二次電池の自主回収及び再資源化 
(小形二次電池：ﾆｶﾄﾞ電池、ﾆｯｹﾙ水素電池、ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池）  

2001年4月 BAJ内に任意団体として発足 
2004年4月 有限責任中間法人 ＪＢＲＣ 
2009年6月 現名称一般社団法人ＪＢＲＣに変更  

東京都港区芝公園3-5-8 機械振興会館  

Japan Portable Rechargeable Battery Recycling Center  

一般社団法人 ＪＢＲＣ  

電池工業会では1973より工業会としてニカド電池の回収再資源化に着手、1976にリサイク
ル協力処理業者２社を認定し、防災用ニカド電池の回収をスタートした。３R法によりニカド
電池が対象製品に指定されたことを契機に回収センターを設立、その後JBRCに発展した。 
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Battery 
Association 
Japan ＪＢＲＣ回収システム 

リサイクル協力店 

(約 20,000) 

リサイクル協力自治体 

(約 200) 
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再生金属 

原料 

リサイクル協力事業者 

(約 10,000) 

リサイクラー 

 電 池 

 ステンレス鋼 

 磁 石 

①回収依頼 (Web,電話) 

②回収指示  

⑥運賃支払 

③無償回収 
④運搬 

⑤運搬報告･ 
   運賃請求    

⑦再資源化処理指示 

⑨処理費支払 

⑧処理報告･ 

   処理費請求         
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Battery 
Association 
Japan 回収拠点登録状況 
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Battery 
Association 
Japan 小形二次電池再資源化フロ－ 
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Battery 
Association 
Japan 電池生産数 
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Battery 
Association 
Japan ＪＢＲＣ小形二次電池電池種別毎回収量 
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2010年、Ni-Cd電池の回収量が大きく減尐してい

る理由としては、リーマンショック後の景気低迷
に伴う非常灯・誘導灯用電池交換需要の減尐が
影響しています。 
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  スリーアローマークの近傍に「Li-ion 00」を 

 表示する  

  1桁目の番号: 正極の最大含有金属を表示する   

       0：コバルト 

       1：マンガン 

       2：ニッケル 

  2桁目の番号: 主金属のリサイクルを阻害する金属を表示する 

    0： 非含有  

    1：セル中の「錫(Sn)」の含有率が規定値より大 

    2：セル中の「燐(P)」の含有率が規定値より大                          

Battery 
Association 
Japan リチウムイオン電池のリサイクルマーク 
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Battery 
Association 
Japan 小形二次電池再資源化率推移 
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リサイクル事業者の現状 
       と 
    今後の課題 
 

平成２３年１２月１日 
 

産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会 委員 
早稲田大学 環境総合研究センター 招聘研究員 

 

中島 賢一 
 

資料５ 



1. 使用済み小型家電等処理の現状・課題 

〈現状〉 

• 使用済み小型家電（家電リサイクル法の家電4品目を除く 
  家電製品）等の多くは、自治体で破砕又は焼却後埋め立て 
• 鉄、アルミ以外の金属の大部分は破棄 
• 選別・処理により有価売却できる小型家電・部位が存在する 
 ことへの不知      

金、銀など貴金属やレアメタルなどの金属を含有
する使用済み小型家電等は、資源の有効利用の
観点等から、回収・リサイクルの促進は重要であ
るが、回収・選別のコストの増大を抑えるための
実施方策の検討が必要。 

〈課題〉 

経済産業省 



各自治体・事業者の所在地域 

自治体 事業者 

北海道 石狩市  （株）マテック（帯広市）  

関東 足立区（東京都）  
調布市（東京都）  
長岡市（新潟県） 

（株）要興業（東京都豊島区）  
許可業者協議会（新潟県長岡市）  

スズトクホールディングスグループ（東京都墨
田区）  
（株）リーテム（東京都千代田区） 

中部 安城市（愛知県）  
一宮市（愛知県）  
射水市（富山県）  
尾張東部衛生組合（愛知県）  
刈谷知立環境組合（愛知県）  
黒部市（富山県）  
高岡市（富山県）  
多治見市（岐阜県）  
常滑武豊衛生組合（愛知県） 

砺波市（富山県）  
富山市（富山県）  
豊田市（愛知県）  
羽咋郡市広域圏事務組合（石川県）  
白山石川広域事務組合（石川県）  
半田市（愛知県）  
氷見市（富山県） 
輪島市（石川県） 
輪島市穴水町環境衛生施設組合（石川
県） 

（株）アビヅ（愛知県名古屋市） 
シーピーセンター（株）（愛知県みよし市） 
トーエイ（株）（愛知県東浦町） 
トヨキン（株）（愛知県豊田市） 
ハリタ金属（株）（富山県高岡市） 
三豊興業（株）（富山県富山市） 

近畿・中国・四国 安来市（島根県） 
南越清掃組合（福井県） 

（有）協同回収（香川県三豊市） 
 

九州・沖縄 名護市（沖縄県）  （株）筑紫環境保全センター（福岡県筑紫野市）  
（株）宮里（沖縄県名護市） 

2. 小型家電リサイクルに向けた先進的取組 

経済産業省 他、数自治体が取組を開始 



OA機器用破砕機 

磁選（マグネットドラム） 

磁選（オーバーハング） 

振動篩機 

渦電流選別 

手選別 

トロンメル 

小型家電処理フロー 

手選別 

集塵粉 

鉄 

渦電流回収物（アルミ） 

ステンレス 

トロンメル篩上 

トロンメル篩下 

ミックスメタル（粒度小） 

バッテリー 付属品など 

バッテリー・付属品取り外し 

品位物：ビデオカメラ、携帯音楽プレーヤー、電子手帳、携帯ゲーム機器、 
 ACアダプタ、卓上計算機、カーナビ、ワープロ、その他 

非鉄製錬所 

非鉄製錬所 

非鉄製錬所 



研究開発の目標 電子基板からのＴａコンデンサの回収を行う実用可能な工程の開発と、
実証試験実施およびその評価を目的とし、以下について検討を行う 
 ① Ｔａコンデンサの回収を目的とした破砕・選別プロセスの構築 
 ② Ｔａコンデンサ回収のためのベンチスケールプラントを導入し、 
    実用可能性について検討 
 ③ ベンチプラント試験で回収したＴａコンデンサに対して、タンタルの 
    回収が可能であるかの総合評価 

事業費用 112,407,060円（うち助成交付額67,122,000円） 

期待される効果 ① 今後のタンタルの供給源のひとつ 
② 基板調達からタンタル製錬までの工程を経済性の観点から評価 
③ 実用化の例をつくることにより、レアメタルの回収促進 

実施体制  
 
 
 
 
 
 

平成22年度NEDO「希尐金属代替・削減技術実用化開発助成事業」 
電子基板等からのタンタル回収の実用化に向けた研究開発 

事業概要（リーテムの申請内容） 
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平成22年度NEDO「希尐金属代替・削減技術実用化開発助成事業」 
電子基板等からのタンタル回収の実用化に向けた研究開発 

リーテムが申請している工程図 
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中間処理会社におけるレアメタル回収の取り組み 

（株）リーテム 電子基板等からのタンタル回収（NEDO事業） 

田口金属（株） 
家電コンプレッサーモーターからのネオジム 
磁石の回収（経済産業省補助事業認定） 

（株）エコネコル 
 

コンプレッサーモーター、HDD、遊戯機からの 
ネオジム磁石回収 

（株）斎藤エンジン
その他数社 

ハイブリッド車からのネオジム磁石の回収 



使用済小型電気電子機器のフロー推計結果 

中央環境審議会小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会資料 

 









リサイクル原料船積み前検査 

中華人民共和国国家質量監督検験検疫総局（以下、AQSIQ）は、 リサイクル原料（再生
資源）の輸入時、有害物質が中国に不法に輸入されるのを未然に防ぐ ため、「貨物積
み込み前検査」を実施するよう定めております。 弊社はAQSIQより指定された検査機関
であり、中国の法律と規定に基づき、輸入貨物の環境面と衛生面の検査を行い、検査合
格後証明書を発行致します。 この証明書は中国側の通関で必要な書類で、これにより
揚げ地での通関を円滑に行えます。 ※AQSIQはリサイクル原料供給企業に対して「登
録管理制度」を設け、ライセンスを発行しています。 ライセンス取得の申請に関して
は、中国AQSIQで行っております。 

CCICホームぺージより 

http://www.aqsiq.gov.cn/
http://www.aqsiq.gov.cn/
http://www.aqsiq.gov.cn/


中国への輸出禁止・要注意品目（1） 

１．給湯器、エアコン、テレビ、電子レンジ等の家電製品 
 

２．電話機、ファクシミリ、コピー機、ビデオデッキ、コンピューター等 
 

３．黒モーター （コンプレッサー） 
 

４．密閉容器 
 

５．エンジン 

家電製品 電話機、ファクシミリ等 家電製品 

CCICホームぺージより 



６．プリント基板 
 

７．金属やプラスチック等が混入しているもの 
 

８．光ケーブル 
 

９．汚れたプラスチック 
 

１０. その他 

プリント基板 金属、プラスチック混入 

中国への輸出禁止・要注意品目（2） 

プリント基板 

CCICホームぺージより 



ニュース 

•2011 年 11 月 7 日  

  

弊社の検査業務は申請者との信頼関係によるもの（重要） 

弊社は、日頃より廃棄物検査に際しては、貨物の質量監督による禁止物混入防
止を第一に考えると共に、申請者の利益と負担軽減を大事に考え検査業務を行
っています。 

これは申請者と弊社との信頼関係によるものです。ところが検査申請時には１
ヶ所で貨物積み込み予定と記載したものが実際には複数ヶ所で積み込まれてい
るものや、検査終了後に搬入した貨物を積み込む事が発見されました。このよ
うな故意に禁止物を積み込む悪質な行為をCCICJAPAN㈱は見逃すことはでき
ません。申請者は輸出ライセンス取り消し処分を受ける可能性もあります。 

今後、このような行為が発見された場合は、申請業者に対して厳しく原因を追
及し対策を講じます。また、申請貨物量の多い案件（コンテナー５本以上）は
複数回検査を実施し、検査終了後のバン積み途中の抜き打ち検査を強化します
。申請者のみなさまは、検査基準、検査のルールを守っていただき、支障なく
貨物の輸入ができますようお願いします。 

CCIC・JAPAN 株式会社は、中国検験認証（集団）有限公司の全額出資 

                                                      
CCICホームぺージ 



今後の課題 

 回収量を多くするための方策 

   現状の法の整備 

   適切な回収システムの構築 

   メーカーよりの情報提供 

   精錬所で回収される金属の開示 

 

 中間処理施設の資質の向上 

   環境管理・情報管理 

   高度なリサイクル処理・技術開発力 

   国内で全て処理 

   透明性の確保（処理フローの明確化・受払数量の開示） 
 

 海外流出の防止 

   積荷前検査の徹底 

   バーゼル条約への徹底  

    

    



非鉄金属製錬業における 
レアメタル等のリサイクル 

 
平成２３年（２０１１年）１２月１日 

  

日本鉱業協会 
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産業構造審議会環境部会 
 廃棄物・リサイクル小委員会、 

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会 
小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会 

使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ 
説明資料 

資料６ 



日本鉱業協会 

金、銀、銅、鉛、亜鉛およびニッケルなどに代表され
る非鉄金属の鉱業・製錬業の団体。 

鉱物資源と非鉄金属の安定供給の確保、新材料開
発、資源リサイクル、環境保全などの課題に取り組
んでいる。 

2 

設立   ： １９４８年３月 
会員企業：  ５３社 

日本鉱業協会 



国内主要非鉄金属製錬所の 所在地 

3 

(Zn) 秋田製錬㈱飯島製錬所

住友金属鉱山㈱東予工場 (Cu)

住友金属鉱山㈱ニッケル工場 (Ni)

(Zn) 彦島製錬㈱

ヴァーレ・ジャパン㈱松坂工場 (NiO)

(Fe-Ni) 日本冶金工業㈱大江山製造所

住友金属鉱山㈱播磨事業所 (Zn,Pb)

八戸製錬㈱ （Zn,Pb）

(Cu,Pb) 小坂製錬㈱小坂製錬所

東邦亜鉛㈱小名浜製錬所 (Zn焼鉱)(Zn) 東邦亜鉛㈱安中製錬所

(Pb) 東邦亜鉛㈱契島製錬所

(Zn,Pb) 神岡鉱業㈱

三菱マテリアル㈱直島製錬所 (Cu)

細倉金属鉱業㈱ (Pb)

パンパシフィック・カッパー㈱日立精銅工場 (Cu)

大平洋金属㈱八戸製造所 （Fe-Ni）

小名浜製錬㈱小名浜製錬所 (Cu)

日比共同製錬㈱玉野製錬所 (Cu)

(Cu,Pb) 三井金属鉱業㈱竹原製煉所

パンパシフィック・カッパー㈱佐賀関製錬所 (Cu)

㈱日向製錬所 (Fe-Ni)

日本鉱業協会 



廃棄物処理・リサイクル事業所の所在地 

4 

主要処理品目

エコシステム秋田㈱（●◎）

エコシステム花岡㈱（◎）

秋田製錬㈱（●）

細倉金属鉱業㈱（●▲）

（◎）エコシステム山陽㈱

（▼◎）エコシステム岡山㈱

（●▲◎）三井金属鉱業㈱竹原製煉所

（●▲◎）東邦亜鉛㈱契島製錬所

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ㈱直島製錬所（●▼◎）

日比共同製錬㈱玉野製錬所（●）

住友金属鉱山㈱東予工場（●）

㈱四阪製錬所（◆）

パンパシフィック・カッパー㈱佐賀関製錬所（●）

（●）彦島製錬㈱

（●◆◎）三池製錬㈱

（●）三井串木野鉱山㈱

中外鉱業㈱東京工場（●）

エコシステム千葉㈱（◎）

中外鉱業㈱持越工場（●）

凡 例
● 滓類（故銅･銅滓、鉛滓、亜鉛滓、錫滓、

貴金属滓、廃触媒）

▲ 廃鉛蓄電池

▼ シュレッダーダスト

◆ 電炉ダスト

◎ その他（廃液、廃油、感染性廃棄物、廃電池、

廃蛍光灯、汚染土壌、ばいじん 等）

（▼◎）ＪＸ金属三日市リサイクル㈱

（●▲）神岡鉱業㈱

（●◎）ＪＸ金属敦賀リサイクル㈱

（●）三菱ﾏﾃﾘｱﾙ㈱生野事業所

古河ケミカルズ㈱（◎）

野村興産㈱関西工場（◎）

住友金属鉱山㈱播磨事業所（●）

野村興産㈱イトムカ鉱業所（◎）

ＪＸ金属苫小牧ケミカル㈱（●◎）

㈱MTR（◎）

八戸製錬㈱（●◎）

小坂製錬㈱（●◎）

エコシステム小坂㈱（▼◎）

グリーンフィル小坂㈱（◎）

㈱日本ピージーエム（●）

東邦亜鉛㈱小名浜製錬所（●◆◎）

小名浜製錬㈱小名浜製錬所（●▼◎）

（◎）メルテック㈱

（◎）群馬環境リサイクルセンター㈱

（●◎）東邦亜鉛㈱安中製錬所

ＪＸ金属環境㈱（●▼◎）

ＪＸ日鉱日石金属㈱日立事業所ＨＭＣ（●）

日本鉱業協会 



リサイクル原料、廃棄物 処理の内訳 

5 
日本鉱業協会 

故銅

186（29.5%）

銅滓

47（7.4%）

廃鉛蓄電池

116（18.4%）

鉛滓

33（5.2%）

亜鉛滓

48（7.6%）

貴金属滓

137（21.8%）

廃電子部材

36（5.7%）

その他

27（4.3%）

平成22年度

リサイクル原料

処理量

630千㌧

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
ばいじん
廃アルカリ
汚泥
汚染土壌

汚泥

157（10.0%）

廃油

137（8.8%）

廃酸

96（6.2%）

廃アルカリ

210（13.5%）

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

383（24.6%）

汚染土壌

149（9.5%）

ばいじん

310（19.9%）

その他

116（7.4%）

平成22年度

廃棄物処理量

1,558千㌧
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非鉄金属製錬業における廃電子部材・貴金属滓の処理量推移 

 

処理量の推移（10社合計）　　千トン

11年度
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13年度
14年度
15年度
16年度
17年度
18年度
19年度
20年度
21年度
22年度

64 

33 
46 48 

57 53 

78 
90 89 

114 
100 

137 
20 

10 

24 
30 

27 
20 

22  

17 23 

16 

22 

36 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

処
理
量
（
千
ト
ン
）

廃電子部材

貴金属滓

84

44

69
78

84

73

100
107

130

112

122

173

日本鉱業協会 

平成 



レアメタル等のリサイクルの取組み状況 

7 
日本鉱業協会 

企業 Li Rb Cs Be Sr Ba Ti Zr Hf V Nb Ta Cr Mo W
A
B
C
D △ △ △ △
E △
F △ △ △ ○ △
G

企業 Mn Re Co Ni Pd Pt B Ga In Tl Ge Sb Bi Se Te
A ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
B ○ ○
C ○ ○ ○ ○
D △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
E △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
F △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○
G ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

企業 La Ce Nd Sm Dy Eu Tb Y Cu Zn Pb Au Ag
A ○ ○ ○ ○ ○
B ○ ○
C ○ ○ ○
D △ △ △ △ ○ ○ ○ ○
E ○ ○ ○ ○ ○
F △ △ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○
G ○ ○ ○ ○

○：現在回収している鉱種　　△：回収予定・計画中の鉱種

左記以外のRE



現時点でリサイクルが可能な製品・鉱種等 

8 
日本鉱業協会 

製　　品 主な回収鉱種 今後の見通し

電気・電子基板 Au,Ag,Cu,Ni,Pd,Pt,Sb,Bi,Ta 前処理技術、選別技術開発の推進

携帯電話
Au,Ag,Cu,Ni,Pd,Pt,Sb,Bi
(Ta,W,Nd,Dy)

前処理技術、選別技術開発の推進

小型二次電池 Ni,Co
自動車用二次電池リサイクル技術開発の
推進

鉛蓄電池 Pb,Sb

自動車触媒 Pt,Pd,Rh

宝飾品 Au,Ag,Pt,Pd

赤字はレアメタルを示す。　(　)内は計画中の鉱種を示す。



工程内リサイクルの取組み 

9 

 非鉄製錬工程で発生する中間産物や不適合  

  品などは、前工程へ繰り返している。 

 

  例） 
  ・アノードスクラップ：熔錬工程へ 

  ・ダスト：有価金属回収、熔錬工程へ 

  ・排水処理汚泥：熔錬工程へ 

  ・製品不適合品：熔錬工程へ 

 

 

 

日本鉱業協会 



レアメタル等のリサイクルについての考え方 

• 非鉄金属製錬は多種類の元素を含む鉱石から有用金属を
取り出す技術であり銅、鉛、亜鉛、貴金属、ニッケル、アンチ
モン、インジウムなど３０種類近くの鉱種を回収している。 

 

• 当業界は基盤技術を活用して、廃棄物やスクラップ等の循
環資源からのレアメタル回収にも積極的に取り組んでいる。 

 

• 当業界はレアメタル等の有価金属のリサイクルを通じ、資源
確保と循環型社会構築に貢献していく。 

10 
日本鉱業協会 



レアメタル等のリサイクルを進める上での課題 

  全般 

 ・ 製品中の含有量が微量で、回収コストが見合わないため 

   経済原則のみでは回収が困難。 

 ・ 一定量の集約とそのための集荷促進の取組が必要。 

 ・ その際、ベースメタルや貴金属の回収も含めた合理的な 

   リサイクルを目指すべき。 
 

  回収量の確保 

 ・ 国、自治体および事業者によるPR活動。 

 ・ 一定量以上回収した自治体へのインセンティブ。 

 ・ 不法な海外流出に対しては国の取組に期待。 

 ・ 広域回収と保管期間の規制緩和。 
 

 技術情報の共有 

 ・ 回収されるべきレアメタルを含む部品には着色する等。 

11 
日本鉱業協会 



レアメタル等のリサイクルを進めるための取組み方針 

 既存プロセスで回収できる金属 

 マットやメタルに分配する金属（Au,Ag,Pt,Pd,Se,Te,Sb,Bi,Ni等） 

 ダスト等に濃縮（Sb,Bi,Cd,In等） 
 

  ・回収率の向上、回収コスト削減の推進 

 

 既存プロセスでは回収できない金属 

   スラグに分配する金属（Ta,W,Nd等） 
 

  ・技術開発の推進（政府、政府機関および大学との連携） 

 

以上 

 

 
12 

日本鉱業協会 



自動車メーカーにおけるレアメタル等の 
  リサイクルへの取り組み状況 

（社）日本自動車工業会 
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１・自動車部品とレアメタル等の関わり 
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主要な自動車用途のレアメタル等  

ｶﾞｿﾘﾝ 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車 

W/H 

排気触媒 
鋳鉄,ｽﾃﾝﾚｽ 

鋼板・鋼管 

ﾊﾞｯﾃﾘｰ 

燃料・ｵｲﾙ 工具(製造) 

特殊鋼 

HVモータ（磁石） 

Ni-MH電池 Liｲｵﾝ電池 

レアメタル  レアアース  

内外装 

有機資源  

難燃剤 

ベースメタル  

Cu  

Pb 

Cu 

Al 

Zn 

Sn 

Cu   Dy  

Ce 

Zr 

La 

Mg 

Mo 

V   

Cr  

Mn 

Nb 

Pt 

Pd 

Rh 
Mo 

W 

Ni 

Sb Nd  

Mm  

Li 

Co 

Ni    

Al   

Y  

Ni    

Co 

Li 

Al   

Cu 

幅広い分野でﾚｱﾒﾀﾙ、ﾚｱｱｰｽ、ﾍﾞｰｽﾒﾀﾙを利用  

HV等 
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世界の次世代車市場の現状  
5/25 

  ・次世代車は、2000年から10年間で、2万台⇒87万台 
  （市場に占める次世代車比率は0.03%⇒1.2%）に増加 
  ・日米で市場の約9割を占めるが、新興国でも徐々に拡大 

0

20

40

60

80

100

2000年 2005年 2010年

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

日本 米国 欧州 中国・他 次世代車比率

次世代車比率(%) 次世代車数(万台） 

2万台 

0.03% 

30万台 

39万台 

5１万台 50万台 

74万台 

87万台 

0.5% 
0.6% 

0.7% 0.7% 

1.1% 

1.2% 

（自工会調べ） 



三菱 i-MiEV     

日独米、各社の次世代車の新商品投入が加速 

ＰＨＶ車 

本田 Accord  

 フォード C-MAX  

ＥＶ車 

  BMW MINI E        

次世代車（HV・PHV・EV・FCV等）市場の拡大  

  日産 リーフ     

ルノー ＫＡＮＧＯＯ ZE      

6/25 

本田 INSIGHT 

トヨタ プリウス 

  ポルシェ カイエン 

フォード FUSION 

   BMW X6 

   現代 ソナタ  

GM Volt  

  トヨタ プリウス   

三菱 エアロスター 

日野 デュトロ 

ＨＶ車 

（五十音順） 

http://www.mitsubishi-motors.com/jp/products/i-miev/index.html
http://response.jp/article/img/2011/01/27/150982/308024.html
../img/car/docs/377/589/html/e01.jpg.html
http://www.carview.co.jp/green/news/0/603/1/
http://response.jp/article/img/2010/01/29/135623/243658.html
//Tmc03fs21/UJ/article/img/2009/08/13/128365/211726.html
http://en.wikipedia.org/wiki/File:2011_Chevrolet_Volt_2_--_04-21-2010.jpg


２．使用合理化に向けた各社の取り組み 

7/25 



使用量低減・代替技術の開発の方向 

・各社、ベースメタルも含め、レアメタル等の使用量削減、 

 代替技術、リサイクル技術の開発を推進中 

主な部品 

ＨＶモーター 磁石 

元素 対応技術 

Ｄｙ Ｎｄ 削減 リサイクル 

駆動用電池 正極 Ｎｉ Ｙ Ｃｏ 削減 リサイクル 

水素吸蔵合金 Ｍｍ 

触媒 貴金属 Ｐｔ Ｐｄ Ｒｈ 削減 リサイクル  

コート材 Ｃｅ Ｌａ 削減  

ﾜｲﾔｰﾊｰﾈｽ 銅線 代替 リサイクル  

8/25 

Cu 

削減 リサイクル 
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②結晶粒微細化技術 ③強磁性窒化鉄 ①粒界拡散磁石 

Dｙ粉が粒界へ拡散 

低 D ｙ 

高 D ｙ 高 

高 D ｙ 高 D ｙ 

Dy 
 

【現行品】 【開発品】 

粒径４μ m 粒径.1.1μ m 

表面 
加工 

省Dy 
磁石 

真空 
加熱 

Dy粉 
塗布 

モーターＤｙ使用量低減・代替材の技術開発 

(短中期)Dy使用量低減技術①②：磁石メーカと連携し開発推進 

(長 期)脱Nd･Dy磁石材技術③ ：産官学連携で開発推進 

               （ＮＥＤＯプロジェクト他）    

新材料（窒化鉄系） 
の創生 
 →脱Ｎｄ，Ｄｙ化 

結晶粒の微細化 
→保磁力（耐熱性）UP 
 →Ｄｙ使用量の低減 

保磁力（耐熱性）が必要な 
磁石表面へDy粒界拡散 
→総Ｄｙ使用量の低減 



10/25 

排気触媒レアメタル等削減の技術開発 

■主な取り組み 
 １）貴金属－担体の相互作用強化 
 ２）貴金属を担体へ埋め込み固定化 
 ３）しきり材による貴金属移動抑制 

■主な取り組み 
 １）希土類置換による安定化 
 ２）高比表面積化による効率化 
 ３）エンジン制御技術向上 

①貴金属削減（Pt,Pd,Rh) ②レアアース削減（Ce,La,Pr,Nd) 

モノリス触媒 

保持部材 

容器 

図1. 排ガス浄化触媒の構成 

基材 
触媒コート 

担持粉末 

CeZrO4 

Al2O3など 

貴金属 
Pt,Pd,Rh 

Pt 

アルミナ 初期 

10nm 
初期：1-2nm 

劣化後 

100nm 
劣化後：50nm以上 

Pt 

貴金属の粒成長を抑制し使用量削減を推進 酸素吸放出材の利用効率向上を推進 

Ce 

Ce 
Ce 

Ce 

Ce 

Ce 

O 

O 

酸素 

欠陥 

酸素 

欠陥 

La 

酸素吸放出材がエンジンの空燃
比変動を吸収し、酸素吸放出を
繰り返す 

⇒体積変化を繰り返し、結晶構
造が崩壊 

ｲｵﾝ半径の大きいLaで一部置換し、 

酸素欠陥を作り収縮・膨張を吸収 



ワイヤーハーネスCuの代替技術の開発 
11/25 

 銅線からアルミ電線への置き換え 

銅と比較すると・・・ 

・導電率が低い 

・引張強度が低い 

・表面が酸化し易い 

アルミ電線と端子との圧着接続信頼性を 
確保する端子構造（ｾﾚｰｼｮﾝ形状）の開発 

セレーション 

凹凸セレーション 

Ｓｎ凝着 

凝着小，端のみ凝着 

凝着大，中心も凝着 

従来 

新形状 

3本セレーション 

界面酸化状態 

ALxSnの金属結合 

ALxSn間に酸化ｱﾙﾐ 

凝着という銅とは異なる接続理論を確立し 
アルミ電線化推進 



３．使用済車の流通実態 
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生産から使用済車再資源化の流れ 
13/25 

・国内生産の約50%が輸出（440万台）中古車としても約10%輸出（90万台） 

・使用済車発生は365万台。解体事業者が中古部品、素材等で海外輸出 

・自動車ﾒｰｶｰは指定3品目（ASR、ﾌﾛﾝ、ｴｱﾊﾞｯｸﾞ）の引き取り 

解体事業者等 
（約3,500社） 

破砕事業者 

自動車メーカ 

自動車 
リサイクル法 

フロン類、エアバッグ類（指定回収物品） 

ASR 

海外への資源流出 

国内生産 900万台 

輸出 

国内 

国内440万台 使用済車 

中古部品（国内） 

中古部品、素材（輸出） 

廃車ガラ 

破砕事業者 

スクラップ（国内電炉等） 

輸出460万台 

365万台 

スクラップ（輸出） 

中古車輸出 
90万台 



次世代車（ＨＶ等）国内生産と輸出台数 

97年～2011年の累計販売台数：2011年8月末現在（自工会調べ） 

(
%
) 

累計244万台 （60％） 海外輸出 

海外輸出 
米国累計178万台（44％） 欧州 

そ
の
他 

50 100％ 0 

0 202 404万台 

・国内生産の約60％が海外輸出（内 米国が最大の市場） 

国内販売 

（40％） 累計160万台 
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海外への資源流出の実態 

・多くの廃車資源がｽｸﾗｯﾌﾟ、中古部品として海外へ輸出 
・ﾜｰﾔｰﾊｰﾈｽ、ﾊｰﾌｶｯﾄ、ﾓｰﾀｰ等部品形状での統計ﾃﾞｰﾀなし（実態不明、 

 HVﾕﾆｯﾄの約60～70%が輸出か） 
・国内での資源循環システム作りは、困難な状況（中古部品との競合） 

15/25 



ワイヤーハーネス由来の銅の流通フロー 

解体業者 

ﾜｲﾔｰﾊｰﾈｽ 

銅含有量 

26,300ﾄﾝ 1,400ﾄﾝ（5%） 

4,900ﾄﾝ（19%） 

 

 商社 経由 

ﾊｰﾌｶｯﾄ等 

 各国へ輸出 

 中国 

約20,000ﾄﾝ
（76%） 

 国内 

ナゲット処理 

直接輸出 

 

 

・ワイヤーハーネス（銅資源）の約80％が海外流出 

 内、中国が大半（手作業等による分別） 

・駆動用、小型モーター等も同様か 

（2010年自工会調べ） 

16/25 

 手作業 



次世代車販売台数とＥＬＶ発生台数 

 

 

 

17/25 

・ＥＬＶ発生のタイムラグ（ＥＬＶ平均車齢13年）から次世代車ＥＬＶ発生台数は、 
 当面尐ない見込み 



流通実態まとめ 

■ 国内発生の使用済車は365万台/年（2010年）と 
  国内生産車の約40%程度 

■ 国内の次世代車普及と使用済車発生のﾀｲﾑﾗｸﾞから 
  

■ 多くの廃車資源がｽｸﾗｯﾌﾟ、中古部品として海外へ流出 
  ﾜｰﾔｰﾊｰﾈｽ（銅）は約80%、HVﾕﾆｯﾄの約70%が輸出と推定 

■  海外での分別（人海戦術）・中古部品との競合等 
   

■  自動車ﾒｰｶｰは、家電等と異なり指定3品目の引き取り 
    資源循環の促進は、 

   解体事業者からの安定的回収が課題 

18/25 

 ⇒資源確保のポテンシャルは、当面低い 

⇒国内での資源循環ｼｽﾃﾑ作りは、経済合理性が課題 



４．再資源化に向けた各社の取り組み 

19/25 



・ 各社ともに駆動用バッテリー（ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ、ﾆｯｹﾙ水素）を重点に 
  回収スキーム構築中。  再資源化技術は並行して開発中 

取り組みの方向 
20/25 

最近、外人ﾊﾞｲﾔｰ、 

日本ﾘｻｲｸﾗｰ（ｽﾃﾝﾚｽ原料） 
の買占め 

量、採算性確保が課題 



モーター磁石のリサイクル 

・モーターからの磁石分離とＮｄ・Ｄｙの再資源化技術開発 
 を取組み中 

６０％～７０％がユニット中古品   
として海外輸出 

HVﾕﾆｯﾄ 

21/25 

海外へ 

量、採算性確保が課題 



５．今後の対応と政府へのお願い 
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今後の対応の方向 

１．使用量削減・代替材・再資源化の技術開発促進 

２．リサイクル設計の一層の促進による 

  駆動用電池、部品等の取り外し性の向上 

３．関係事業者への取り外しマニュアルの配布、 
  Web上での公開等、情報提供の促進 

４．国内資源循環のための仕組み作り 

  （技術的、経済合理性を踏まえ各社毎に対応） 

   

23/25 

（自動車メーカーとサプライヤーの連携） 

（自動車メーカーの設計） 

（行政、ステークホルダーとの連携） 



政府へのお願い 

①国内資源循環を促進するため、資源の流通実態（静脈流）の把握と、 
 国内資源循環の阻害要因に対する適正な措置 
 

  

（例えば輸出関連） 
  ・バーゼル条約の厳格運用（ﾜｲﾔｰﾊｰﾈｽ、基板類等） 
  ・ハーフカット車輸出の適正運用（部品輸出、ｴｱﾊﾞｯｸﾞ未展開等） 
（廃棄物処理法） 
  ・製品、鉱種等を指定した、適用除外  

②都市鉱山から製品までの低コスト再資源化技術の開発・普及支援 
 

 

（例えば） 
  ・モーター、ﾜｲﾔｰﾊｰﾈｽ、基板類等からの高純度分別技術 
  ・溶媒抽出技術等の普及支援 
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政府へのお願い 

③都市鉱山からの資源循環の仕組み構築に向けたインフラ整備 
 

 

（例えば） 
  ・都市鉱山部品の取り外し、回収に協力する事業者の育成 
   （回収、分別設備等の支援、ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ等） 
   

25/25 



資料８ 

 

今後の検討スケジュール（案） 

 

 

 

 

 １２月１９日（月）１４：００－１６：００（全国町村議員会館） 

○中間論点整理 

 

 

 １月以降 

○対策を検討 

 

 

 来夏頃 

○取りまとめ 


	hairi17_01.pdf
	hairi17_02
	hairi17_03
	hairi17_04
	hairi17_05
	hairi17_06
	hairi17_07
	hairi17_08

